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1松本英昭F要説 地方自治法（第6次改訂版）j（ぎょうせい、2009年）636  
頁。  



















2 そのほか、地方分権一括法により統制条例、統一事務、都道府県事務の市町   
村職員による補助執行なども廃止されている。  
3 地方分権推進委員会の議論に参画した関係者（「座談会・地方分権改革の意   
義と課題」／ト早川光郎・小幡純子編『ジュリスト増刊 あたらしい地方自治・   
地方分権』有斐閣、2000年）によると、都道府県と市町村のあり方については   
ゆとりと時間がなく、全面的、集中的にやれなかったこと（大森禰発言・同書   
41～42頁）、第4次勧告に向けての検討の中で市町村への権限移譲が話題にな   
り、中央省庁に権限移譲の可能性を問い合わせたが、大規模な都市については   
いくつか委譲する項目がでてきた（これが特例市制度につながる）ものの、人   
口10万以上というカテゴリー、全ての市および全ての市町村のカテゴリーへ委   
譲するものは何もでてこなかったという（小幡純子発言・同書44～45頁）。ま   
た、今後の日本の行政システムにおいて都道府県の役割をどうするか、都道府   
県に何を期待するのかということはコンセンサスがあるわけではなく、両者の   
関係は今後時間をかけて議論しなければならない課題であるとしている（小早   
川光郎発言・同書40頁）。  










2「条例による事務処理の特例」の内容とねらい   




法の改正により新設された制度である5。   
これは、都道府県が、都道府県知事の権限に属する事務の一部  
を、都道府県条例の定めるところにより、市町村が処理することと  
することができるというものである。   




4 西尾勝『地方分権改革（行政学叢書5）』（東京大学出版会、2007年）113頁   
以下。なお、西尾はその他の課題として、地方税財源の充実確保、法令による   
義務づけ・・枠付け（法令の規律密度）の綬和、住民自治の拡充、地方自治の本   
旨の具体化などをあげている。  
5 この制度の説明については、成田頼明紹F注釈 地方自治法〔全訂〕』（第   
一法泉、2011年3月15日加除現在）7104頁以下〔遠藤文男＝交告尚史〕に多く依   
拠している。  
－183一   
札幌法学23巻1号（2011）  
目的から対象とすることができないものを除き、原則としてすべて  
が対象となる6。   





の権限を行使することとされる7。   
3）手続   
事務処理の特例を定める条例8を制定し改廃する場合、都道府県  
知事はあらかじめ、当該市町村長と協議することが義務づけられて  




6 都道府県知事以外の執行機関の権限に属する事務については、個別法の規   
定によるもの（その例としては、2007年改正の地方教育行政法55粂が都道府県   
教育委員会の権限に属する事務の市町村への移譲について規定する）を除い   
て、この制度の対象とすることはできないとされる（平成11年9月14日自治行37   
号）。   
なお、澤俊晴「条例による事務処理の特例制度と権限移譲（＃02）」自治体   
法務NAVI30号（2009年）32頁以下は、都道府県の条例に基づく事務を、事務処   
理特例条例により市町村に処理させることができるかどうかについて、詳細に   
検討している。  
7 成田編・前掲注5）7104頁以下、亘理格「条例による事務処理の特例」′ト早   
川光郎・小幡純子編・前掲注3）87頁参照。  
8 都道府県の規則に基づく事務を市町村が処理することとする場合について   
は、条例によって規則に委任する場合を含む（地方自治法252粂の17の2第2   
項）。  
9 亘理格・前掲柱7）89頁。同意の要件を詳細に検討する澤俊昭「条例による   
事務処理の特例制度と権限移譲（＃01）」自治体法務NAVI29号（2009年）49頁   
以下によると、事務の公平な配分と差別的取扱いの抑制という観点から、制度   
上は、同程度の規模と能力を有する市町村には同程度の事務が一律に移譲され  


















自治体の自主的な法令解釈権に反するものではないだろうか。   
他方、市町村長からの発意によって特例事務処理化を都道府県知  
事に要請することができるとする規定が平成16年の地方自治法改正  
により追加された（地方自治法252条の17の2第3項）。このねら   
ることが前提となって、市町村側の同意を要しないとする設計になっている   
が、制度運営の実態は、規模や能力にかかわらず移譲について意欲のある市町   
村、または移譲を希望する市町村に移譲するという「個別移譲方式」あるいは   
「手挙げ方式」が多く導入されており、そこには混乱がみられるとした上で、   
権限移譲条例中に同意を要件とすることの必要性、さらに市町村長の同意では   
なく、議会の議決を経るなどにより市町村の同意を必要とする制度設計を求め   
ている（52頁注46）。  
10 なお、実際上は多くの都道府県の事務移譲方針において明文で「市町村の同   
意」を得て事務・権限を移譲するとなっている。また、秋田県条例では市町村   
長の同意を要するとの規定がある（澤一前掲注9）52頁注46による）。  






ている（地方自治法252条の17の2第4項）】1。   



















11市町村からの要請制度は、第27次地方制度調査会答申（「今後の地方自治制   
皮のあり方に関する答申」）（2003年11月）がベースになっている。  
12 松本英昭 r逐条地方自治法（第5次改訂版）」（学陽昏房、2009年）1197頁。  

























13 成田編・前掲注5）7103頁、松本英昭・前掲注12）1189頁参照。このよう   
な事務の委任制度についての問題点については、塩野宏一国と地方公共団体』   
（有斐臥1990年）199頁、秋田周「地方公共団体の事務・機関委任事務」F現   
代行政法体系8巻j（有斐閣、1984年）128頁などを参照。  
－187－   
札幌法学23巻1号（2011）  













特例制度が新設された経緯がある。   
機関委任事務廃止後の都道府県と市町村との間の事務の配分のあ  
りようについては、地方分権推進委貞会第2次勧告（第5章「都道  











14 松本英昭・前掲注12）1192頁。  








（4）地方分権と事務の移譲   
条例による事務処理の特例制度は、90年代以降の「地方分権」16  








のである17。   
地方分権改革というとき、その時々の政治状況によって重点の置  
15 松本英昭・前掲注12）1188頁参照。  
16 民主党政権になってから「地域主権」なる語を用いて（例えば、「民主党   
マニフェスト2009」を参照）、「地域主権改革」関連法の成立を目指していた   
が、野党との協議の中で「地域主権戦略会議」の法制化は見送られ、また平成   
23年4月28日に成立した法律名は「地域の自主性及び自立性を高めるための改革   
の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第1次一括法、平成23年   
法律第37号）に修正された。  
17 ちなみに注16の法律においては、児童福祉法等の41法律について地方公共団   
体への義務付け・枠付けを見直している。また平成23年8月30日に成立した「第   
2次一括法」（平成23年法律第105号）では47法律について都道府県の権限を市   
町村に移譲し、160法律について法令の義務付け・枠付けを見直し、条例制定の   
可能性を拡大している。  


























18 その意味では、金井利之「自治体への事務権限の移譲と分権改革」都市間題   
研究62巻1号（2010年）98貢が、分権改革にとっては事務権限移譲は必要条件   
ではあるが充分条件ではない、と指摘する点は正当である。ただし、自治体に   
事務権限がゼロでも国や都道府県に働きかける自由があれば分権的であるとの   
主張は、法的な決定権の意義を軽視した見解であるといえよう。  
－190－   
事務処理特例制度の意義と課題（藤巻）  





















19 一例として、東日本大震災の被災市町村における市町村長選挙、市町村議会   
選挙において仮設住宅の集会所が公牧選挙法にいう個人演説会ができる施設か   
どうかの判断について、その判断は市町村の自治事務であるにもかかわらず、   
市町村選挙管理委員会・都道府県選挙管理委員会・中央選挙会ないし農務省と   
の間で照会・回答のやりとりをしながら判断していることが報道されている   
（朝日新聞平成23年8月20［l付け朝刊）。  
－191－   
札幌法学23巻1号（2011）  
に的確に対応すること」、「国・都道府県及び市区町村の相互の関  
係を… ‥新たな対等・協力の関係に変えていくこと」、そし  
てこれらをとおして「地域社会の自己決定・自己責任の領域を徐々  





















20 地方分権改革推進委月会一節1次勧告～生活者の視点に立つ「地方政府」の   
確立～」（http：／／www．cao．gojp／bunken－kaikaku／iinkai／torimatome）。  
21もっとも、第1次勧告自身が、このような取組みに対して都道府県・市町村   
の内部関係者から「賛否が分かれる」可能性があることを認めている（第1次   
勧告・はじめに）。  

























22 第1次勧告については、田中聖也「地方分権改革推進委月会第1次勧告にお   
ける『基礎的自治体への権限移譲Jについて（上・下）」地方自治729号封頁以   
下、730号71頁以下参照。  
23 平成22年6月22日牌議決走「地域主権戦略大網」においては、「可能な限り多   
くの行政事務を住民に身近な基礎自治体が広く担う」べく、都道府県と市町村   
の間の事務配分を「補完性の原則」に基づいて見直しを行い、腿項目252条項を   
移譲するとしている（第3基礎自治体への権限移謡および別紙2）。  
－193－   
札幌法学23巻1号（2011）  























24 前掲注20。  
25 千葉実「条例による事務処理の特例の現状とこれから」北村音量・山口道   
昭・出石稔・顔崎初仁編 r自治体政策法務」（有斐閤、2011年）558頁以下によ   
ると、地方行財政調査会の「市町村への事務移譲の実施状況」調査では、制度   
の運用が開始された2000年は145本の法律について移譲され、2010年4月1日時   
点では、229本の法律と10年間で約1．5倍になっている。他方、2008年4月1日時   
点は222本の法律であったことからすると最近2、3年で新たに移譲対象となっ   
た法律は少なくなっている。  


























26 千乗実・同前558頁以下。  
27 西尾勝・前掲注4）130頁。  
28 千葉実・前掲注25）560頁注16の文献参照。  
29 千葉実・同前559頁注13～注15の文献参照。  























30 大石史司「都道府県と市町村の関係の制度と課題～権限移譲を中心に」北村   
喜宣ほか編「自治体政策法務J（前掲注25）572頁以下。  
31千乗実・前掲注25）560頁の本文および注を参照。一方、北海道椎内市は事務   
処理特例制度により500項目以上の権限を北海道から委譲されており、これにつ   
いて市長は「道の行革にも左右されない、強い自治体をつくりたい」としてい   
る（北海道新聞2008年6月22日付け朝刊「支庁再編」）。  
32 地方分権改革推進委貝会「第1次勧告」参考資料、参照。  
－196－   
事務処理特例制度の意義と課題（藤巻）  
別法令、補助金・負担金制度の見直しが勧告されている㌔  


















33 地方分権改革推進委員会「第1次勧告」第3章り条例による事務処理特例制   
度の活用の促進（条例による事務処理特例制度の活用を困難にしている制度の   
見直し）参照。また権限の移譲に際しての障害として、小泉祐一郎「市町村へ   
の権限移譲日本一の秘訣」自治実務セミナー547号（2008年）69頁以下は、静岡   
県の実例を紹介しており、それによると①国の制度上の制約、②国の担当部署   
の理解不足、（勤財源間窺を挙げている。  
34 北海道道州制特区が成立するまでの経緯を検討し、北海道をそのモデルとす   
ることの不適切さ、および北海道に移譲された権限の少なさを指摘するものと   
して、竹岡明子「北海道と道州制～北海道道州制特区成立の政治過程～」札操   
大学総合研究2号（2011年）221頁以下参照。  
－197－   
札幌法学23巻1号（2011）  












表 北海道における移譲権限数の推移  
2006年度  2007年度  2008年度  2009年度  2010年度  2011年度  
年 度               （平成18）  （平成19）  （平成20）  （平成21）  （平成22）  （平成23）   
市町村数  61   180   128   179   176   171   









35 北海道における支庁再編の経緯や課題については、拙稿「北海道庁、支庁制   
度を廃止」札幌大学総合研究2号（2011年）277頁以下参照。  
36 北海道総合政策部地域主権局HP（http：／／www．pref．hokkaido．1g．jp／sscks／   
bunken）  
一198－   
事務処理特例制度の意義と課題（藤巻）  
権限は約4，000条項とされていた。北海道の権限のおよそ5割から  





























－199－   
札幌法学23巻1号（2011）   
4 事務処理特例制度の課題  
（1）運用上の課題  




















37 前述のように（182頁以下）、条例による事務処理の特例について都道府県と   
市町村との間で協議することは義務づけられているものの、両者の意志の合致   
は不要とする解釈がある（地方自治制度研究会柘rQ＆A改正地方自治法のポ   
イント」（ぎょうせい、1999年）176頁）が、実際上は両者の合意のうえで市町   
村が処理する適用となっている。  
38 ′ト泉祐一郎・前掲注33（自治実務セミナー547号）70頁以下は、静岡県におけ   
る開発許可の権限移譲に際しての取り組みを詳細に紹介している。  






















































39 地方分権改革推進委月会第1次勧告が示す権限移譲は次のとおりである。  
●原則としてすべての「市町村」に移譲する事務   
・危険物規制に関する事務   
・町・字の区域新設の告示に関する事務  
●原則として「市」に移譲する事務   
・市の区域に係る都市計画決定（都道府県の同意が不要に）   
・土地利用規制等のために設定された特定区域における行為の規制に係る事  
務（除外される事務もある）   
・建築物、住宅、駐車場等に係る事務のうち、いわゆる特定行政庁としての  
事務以外の事務  
－202－   
軍務処理特例制度の意義と課題（藤巻）  














2）権限移譲の実態～事務の移譲か権限の委譲か～   
移譲の実態について、各種の法令の基づく「許可」や「認定」な   
・中核市で処理している福祉分野の事務   
・指定介護保険事業者の指定、指導監督等に係る事務   
・保健所設置市で処理している医療・保健・衛生分野の事務   
・大気汚染等の防止のための個別の施設、事業所等への指導監督等の事務の  
うち専門性の高くないもの   
・騒音等の身近な公害に係る規制地域、規制基準等の設定に係る事務   
・まちづくり・土地利用規制に関連する産業振興の事務   
・墓地・火葬場等の経営の許可、指導監督に係る事務  
●原則として「政令市・中核市・特例市等」に移譲する事務（省略）  
40 磯崎初仁「地域主権時代の都道府県と市町村」地方自治職員研修2010年8月号   
20頁以下。  
41西尾勝は「特例市町村」を構想している（第27次地方制度調査会第10回専門   
小委員会：2002年11月1日）これに対して、白藤博行は、西尾試案は「弱くて   
′トさな自治体」の切り捨てにつながるとして、このような自治体に対してはそ   
の自己決定権確保のために、国家法による「援助」や「保護」が不可欠である   
と主張する（自藤博行「r潰憲型地方分権改革且 と立憲地方自治」法の科学40   
号（2009年）32頁以下、特に40貢以下）。  

























（訪騒音発生施設等の使用の一時停止の命令   
⑥事故の拡大又は再発の防止のため必要な措置をとるべき旨の命令  
42 大石貴司「都道府県と市町村の関係の制度と課題～権限移譲を中心に」（前   
掲注25F自治体政策法務』）573頁。  
43 北海道総合政策部地域主権局HP（前掲注36）参照。  
－204－   
事務処理特例制度の意発と課題（藤巻）  
⑦騒音発生施設等に係る報告の徴収又は立ち入り検査  
となっている。   
また、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律にあっては、  
「一部鳥獣の有害捕獲許可及び鳥獣の飼養登録に関する事務」を最  
小基本として移譲しているが、その内容は、   
①該当する鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等の許可証の交付   
②該当する鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等の従事者証の交付   
③捕獲等又は採取等の結果の報告の受理   
④違反に係る鳥獣の開放その他の必要な措置の命令  
（9許可の取消し   
⑥鳥獣の飼養の登録および登録票の交付   
⑦違反に係る鳥獣の開放その他の必要な措置の命令  
（参飼養の登録の取消し  
（9許可を受けた者に対する報告の徴収   
⑩立入検査  
となっている。  






44 ただし、国は一方では都道府県、とりわけ知事が強くなりすぎることに一貫   
して懸念を有しているという。例えば、（前掲注3）「座談会・地方分権改革   
の意義と課題」6頁（大森爾発言）参照。したがって市町村への事務・権限の   
移譲には、都道府県の強化に対する対抗策としての慣面があることは無視でき   
ないであろう。  


























45 磯崎初仁「分権改革の焦点は都道府県にあり～新しい r都道府県のかたち」   
の創造」西尾勝編著r都道府県を変える‥国・都道府県・市町村の新しい関係   
（分権型社会を創る②）」（ぎょうせい、2000年）22頁以下。  
46 磯崎・同前27頁以下。  
47 磯崎・同前36頁。  
48 磯崎・同前39頁以下による。  




















られ、基礎自治体である市町村の役割はより重要なものとなる。   
しかし、基礎自治体の行政体制は縮小傾向にある51。市町村合併  
による効果という側面もあるが、財政問題を抱えた市町村のスリム  
49 ただし、新しい政策課題や施策事業について都道府県が先導的役割を果た   
し、その成果やノウハウを市町村に伝えて一般化を図る役割が都道府県にはあ   
るとする。また、市町村に対する財政、情報、人材等の「支援」、市町村と国   
との関係、市町村相互の関係を「媒介」する横能は今後とも都道府県の重要な   
機能として位置づけるべきであるとする（磯崎・同前45頁以下）。  
50 第27次地方制度調査会答申（2003年11月13日）  
51総務省の調査によると、市町村職員数は、ピークであった平成8（1996）年の  
155万人から平成22（2010）年には129万人に減少している（患者省自治行政局   
公務員部資料・平成22年4月1日現在定月管理調査）。  





























52 総務省「r平成の合併」について」（2010年3月）  























53 大森礪「小規模町村と事務処理の方策」北村喜宣ほか編 r自治体政策法務J   
（前掲注25）54頁。  
54 第29次地方制度調査会答申（2009年6月16日）「今後の基礎自治体及び   
監査・議会制度のあり方に関する答申」（http：／／www．soumu．go．jp／main   
content／000026968．pdf）  
55 全国町村会「道州制と町村に関する研究会」（座長・大森頼）によるアンケ   
ート調査（「平成の合併」の終わりと町村のこれから）2010年4月。大森輔・前   
掲注53）54～60頁参照。  
56 大森・同前57頁以下。もっともこれは自治体サイドの見方であって、住民に   
とって十分なサービスが提供されているかどうかは別問題であろう。  

















一210－   
